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業） 
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M/M Minutes of Meeting 協議議事録 
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NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 
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OECD-DAC Organization for Economic Co-operation and 

Development - Development Assistance Committee 
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委員会 

OFCF Overseas Fishery Cooperation Foundation 海外漁業協力財団 

PCM Project Cycle Management プロジェクトサイクルマネジ

メント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マ
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PICs Pacific Island Countries 太平洋島嶼国 

PO Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

SDG Sustainable Development Goal 持続可能な開発目標 

SOP Standard Operating Procedure 標準作業手順書 

SPC Pacific Community (formerly South Pacific 

Commission) 

太平洋共同体（旧南太平洋委

員会） 

UN United Nations 国際連合 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁 

USP University of the South Pacific 南太平洋大学 

USP-

SAGEONS 

USP School of Agriculture, Geography, Environment, 

Ocean and Natural Sciences 

南太平洋大学 農業・地理・

環境・海洋・自然科学部 
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第１章  調査の概要 
 

1-1. 案件背景と経緯  

漁業資源は、大洋州の経済・社会・文化にとって重要な財産である。大洋州の漁業は、沿岸

住民による零細漁業と外国船による企業型漁業に大別でき、2014 年の大洋州全体の収益は沿岸

漁業が約 323 百万米ドル、外国船入漁料による歳入が 325 百万米ドルとなっている。大洋州の

人々にとって漁業は食料や雇用等の日常生活の基盤である（太平洋共同体事務局：SPC 2018）。 

一方、大洋州の漁業資源は様々な脅威にさらされている。オオシャコガイやなまこ等の沿岸

の底生生物は絶滅が危惧されており、マグロ類をはじめとする沖合の浮魚も海域や種によっては

乱獲となる危険性が指摘されている。近年では、開発に伴う土壌や排水の流出による海洋環境へ

の負荷、気候変動が主因とされる海水温上昇・サンゴの白化・海洋酸性化・海面上昇・巨大サイ

クロン等による沿岸の生態系や漁村への悪影響も懸念されている（SPC 2018）。 

これらの課題に対応しつつ大洋州の限られた海洋資源を零細漁業と大規模漁業のバランスを

とりながら持続的に利用していくためには、適切な漁業資源の保全と管理が不可欠である。この

ような海洋資源の保全・管理については、国連が 2015 年に採択した「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」の行動計画である 17 の持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable Development 

Goals）において、目標 14「海洋及び海洋資源の保全と持続的利用」（以下、「SDG14」という。）

として掲げられた。これを契機に、大洋州各国は海洋問題対策の強化を目的とした国際会議や研

修に積極的に参加し、また、関連の事業を実施する等、取組を強化している。しかし、これらの

活動に対応できる行政人材は財政難もあり慢性的に不足しており、水産関連省庁職員を含む水産

関係者の SDG14 達成に資する能力強化及びそのために必要な枠組みの整備が課題になっている。 

太平洋諸島フォーラム（PIF: Pacific Island Forum）の第 47回年次総会（2016年）では、「大洋

州が SDG14 等の海洋分野でリーダーシップを発揮すべき」とのコミュニケが発表され、中でも

大洋州の経済活動の中心的役割を担っているフィジーが当該分野を主導することへの期待が示さ

れた。これを受けて、フィジー政府は、水産省の年間事業計画の主軸に漁業資源の保全と利用管

理の促進や職員向けの研修機会を提供したほか（Ministry of Fisheries, 2016）、2017年にはSDG14

をテーマにした国連海洋会議をスウェーデン政府とともに共催し、目標の達成に向けた域内の能

力開発を含むコミットメントを発表している。 

こうした大洋州各国、特に中心となるフィジーの取組の推進に向け、本事業は、大洋州地域

の高等教育機関である南太平洋大学の農業、地理、環境、海洋、自然科学部（以下、「USP-

SAGEONS」という。）と連携してフィジー水産省の SDG14達成に向けた能力強化を行うととも

に、同省による大洋州各国向けの第三国研修のプログラムを開発することにより、大洋州各国の

水産関係者の効果的な能力開発を促進し、もって大洋州地域における SDG14 達成に貢献するこ

とを目的として、2020年 12月から 2025年 3月までフィジー国太平洋島嶼国の SDG14「海の豊

かさを守ろう」プロジェクトを実施中である。 

今般、プロジェクト期間終了が 2025 年 3 月であることから、終了時評価を実施することとな

った。 



2 

 

 

1-2. 調査の目的  

本プロジェクトが協力期間終了を迎えるにあたって、終了時評価調査を下記の目的で実施し

た。 

① PDM及びP/OによるOutput、プロジェクト目標、上位目標の達成状況・見込の検証 

② 実施に影響を及ぼしている貢献要因や阻害要因の特定 

③ 妥当性、有効性、持続性等の評価基準に基づいた評価 

④ 後継事業の検討に必要な情報。 

 

1-3. 調査団構成  

調査団の構成は以下の通りであった。 

表 １-1 評価団構成 

担当事項 氏名 所属 調査期間 

総括 大島 歩 JICA経済開発部 2025/1/15～1/25 

協力企画 本田 勝 JICA経済開発部  2025/1/15～1/25 

評価分析 三好 崇弘 有限会社エムエム・サービス 2025/1/15～1/25 

 

 

1-4. 調査日程  

現地調査は、2025年 1月 15日から 1月 25日（11日間）までの日程で、以下の通り実施さ

れた。 

表 １-2 調査日程 

月

日 

曜

日 

時

間 

活動内容 宿 泊

地 

1/15 水 1日 移動フライト（16:30 NRT →） 機 中
泊 

1/16 木 1日 フライト（04:35 Nadi着） 移動05:00 Nadi発→09:30 Suva着） 

地域セミナー参加 

Suva 

1/17 金 AM 

PM 

地域セミナー参加 

Vanuatu・Tonga、パイロットプロジェクト（Northern・Western 

Div.）、日本人専門家との面談(@USP) 

Suva 

1/18 土 AM 

PM 

現場視察（Nausori Municipal Market Suva、Naduruloulou 研究所）  
Suva 

1/19 日 AM 

PM 

資料整理 

資料整理 

Suva 

1/20 月 AM 

PM 

パイロットプロジェクト（IFMD、Research Div.）との協議（@水

産省事務所） 

Suva 
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パイロットプロジェクト（Central Div.、AQ Div.）との協議（@水

産省事務所） 

1/21 火 AM 

PM 

USP関係者との協議（@USP） 

SPCとの協議（@USP/SPC） 

Suva 

1/22 水 AM 

PM 

Suva市街地魚市場及び水揚げ場視察 

調査団内協議（@JICA Fiji）MMの作成など 

Suva 

1/23 木 AM 

PM 

MMに関する水産省幹部との協議（@水産省事務所） 

日本国大使館への報告 

Suva 

1/24 金 AM 

PM 

水産省幹部とのMM署名 

JICA Fiji Office、15:00 Suva→18:30 Nadi、23:50 Nadi→ 

機 中
泊 

1/25 土 AM 06:10 帰国（成田） - 
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第２章  評価調査手法 
 

2-1. 終了時評価の方法 

 

終了時評価は、経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）が策定した「開発援助評価

の原則（1991年及び 2019年）」に基づく「新 JICA事業評価ガイドライン」に従い、プロジェク

トサイクルマネジメント（PCM）手法により実施した。 

プロジェクトのインプット、プロジェクト目標及びアウトプットを含む達成状況については、

2021年7月に改訂されたPDMに基づき評価を行った。また、運営管理体制、プロジェクト関係

者間のコミュニケーション、技術移転の方法等のプロジェクトの実施プロセスについても評価を

行い、以下に示す6つの評価基準に基づき分析を行った。 

 

表 ２-1 評価項目と定義 

評価項目 

(英文) 

定 義 

妥当性/合致度 

Relevance 

 

PDM の「上位目標」「プロジェクト目標」が、評価時点でも、意義の

あるものか、援助政策、国家政策、住民ニーズなどから検討する。プ

ロジェクト計画の論理性についても確認する。 

有効性 

Effectiveness 

 

PDM の「プロジェクト目標」が「成果（output）」を通じてどれだけ

達成できたかを確認する。  

効率性 

Efficiency 

PDM の「投入」の実施状況と、「成果」の達成度とを比較し、投入

（input）がどれだけ効率的に成果（output）に転換したかを、その

量・質・タイミング等の観点から評価する。 

インパクト 

Impact 

 

プロジェクトがもたらした正負の影響を検討する。PDM の「上位目

標」達成への貢献もインパクトの一つとして考える。 

持続性/ 

自立発展性 

Sustainability 

援助が終了した後も、プロジェクトの便益が自立的に持続されるか

を、政策、技術、環境、社会・文化、制度・組織、財政などから検討

する。  

整合性/ 

協働一貫性 

Coherence 

 

国、セクター、他の組織、他の事業との整合性や一貫性。同じ目標に

対する他者との相乗効果(シナジー）の視点や、逆に重複した活動によ

る相殺があるかといった視点から検討する。 

 

評価プロセスおいては、インタビュー及び質問票調査を通じて関係者の意見を収集したのち、

評価結果案を主要関係者間で共有し、同関係者のコメントを収集し、評価結果を最終化した。 
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2-2. 調査の実施 

本調査の実施にあたり、プロジェクト計画の達成度を確認するために、以下の調査方法を活

用した。  

 

表 ２-2  評価のプロセス 

段階 活動内容 

1. 準備段階 ・プロジェクト報告書、PDM等関連資料のレビュー 

・評価の枠組み及び手法の策定 

・質問票及びインタビューガイドの作成 

2. 現地調査 ・JICA フィジー事務所及びプロジェクトチームとの協議 

・市場調査サイトや研究所を含むプロジェクトサイトの視察 

・水産省職員、USP チーム、SPC 関係者、小規模プロジェクト関係者へのイ

ンタビュー 

3. 分析・報告 ・データの取りまとめ及び分析 

・報告書案の作成及び関係者協議 

・終了時評価報告書及びM/Mの最終化 

 

 尚、各評価設問と上記調査方法の組み合わせについては、添付された「評価ワークプラン及び

評価グリッド」を参照されたい。 

 

 

2-3. 本評価調査の制約 

本評価調査には2つの主な制約があった。第一に、現地調査期間が2025年1月の11日間に限

られ、関係者との面談及びサイト視察の数が限定された。この期間内では一部の遠隔地への訪問

が実施できなかった。 

第二に、本プロジェクトは複数の太平洋島嶼国を対象としているが、他の太平洋島嶼国にお

けるインパクトの確認は、地域セミナーにおけるトンガ及びバヌアツの代表者との協議に限定さ

れた。ただし、これらの制約については、複数の情報源からのデータの三角測量及び定量的・定

性的手法の組み合わせにより対応を図った。  
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第３章 プロジェクトの実績 
 

3-1. 投入の達成状況 

 

3-1-1. 日本側からの投入の達成状況 

日本側からの投入の達成状況は以下のとおりである。 

1. 人的投入  

以下の長期専門家（3 名）及び短期専門家（7 名）が投入された。本プロジェクトでは、短

期専門家としてフィジー国内のローカル人材を積極的に活用している。 

 

表 ３-1 長期専門家の投入 

担当分野 氏名 派遣期間 合計 

チーフアドバイザー/海洋

資源管理 

田村 實 2020年 12月～2025年1月 38.5か月 

プロジェクトコーディネ

ーター/人材育成 

水野 翔太 2021年 10月～2025年3月 41か月 

小規模漁業開発 髙間 億人 2024年 3月～2025年3月 12か月 

 

表 ３-2 短期専門家/ローカルリソース人材 

氏名 所属 活動期間 合計日数 

Dr. Joeli Veitayaki USP 2022年 1月～2025年1月 65日 

Dr. Rajesh Prasad USP 2022年 1月～2025年1月 59日 

Dr. Esaroma Ledua USP 2022年 1月～2025年1月 88日 

Dr. Satalaka Petaia SPC 2022年 10月～2025年1月 30日 

Dr. Chinthaka Hewavitharane USP 2022年 1月～2025年2月 7日 

Ms. Janice Natasha USP 2022年 1月～2025年1月 47日 

Mr. Binesh Raj USP 2022年 1月～2025年1月 41日 

※活動期間は研修・助言時の短期契約としての総期間である。 

 

 

2. 機材供与（総額：609,705.9898フィジードル） 

以下の機材が供与された。 

 

• IT機材：タブレット端末22台、デスクトップPC 6台、ノートPC 3台、GPS機器9台 

• モニタリング機材：水中カメラ6台、防水カメラ 6台、ProDSSセンサー・メーター 

• 現場機材：池用ライナー8基、ポンプシステム、チタンヒーター 

• 事務機器：ビデオ会議システム、テレビ、プリンター、モニター 
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• 車両：プロジェクト車両 1台（KY921） 

• 調査船 

 

3. ローカルコスト 

• 2020 年度から 2025 年度（2025 年 3 月末まで）の現地活動費として、総額

102,461,000,000円（1,498,265,737フィジードル）を支出した。 

 

4. 本邦研修 

• 2022 年度より、2022年から2024年の間で、本邦研修へ合計10人のCPが参加した。本

邦研修の時期、コース名は次の通りである。 

表 ３-3 本邦研修への参加 

時期・参加者数 JICA センター・コース名 

2022 年 8 月－9 月 

2 名 

JICA 横浜「違法・無報告・無規制(IUU)漁業の抑止にかかる政策・ 

対策」 

2022 年 8 月－9 月 

1 名 

JICA 北海道「水産資源の持続的利用とバリューチェーン開発」 

2022 年 10 月－12 月 

3 名 

JICA 沖縄「島嶼国における水産業多様化と資源の持続的利用」 

2022 年 10 月－12 月 

2 名 

JICA 横浜「ブルーエコノミーのための持続可能な小規模漁業」 

2023 年   6月-7月 

1名 

JICA沖縄「島嶼国における水産業多様化と資源の持続的利用」 

2024 年    10月－11月 

1 名 

JICA 沖縄「島嶼国における水産業多様化と資源の持続的利用」 

 

 

3-1-2. フィジー側からの投入の達成状況 

1） 人材投入  

フィジー側からは、以下の人材が投入された。 

 

プロジェクト 名前 (期間)  

Project Director 

1 G.P.N. (Pene) Baleinabuli（2021－2022） Permanent Secretary 

2 Atelaite Rokosuka i（2023） Acting Permanent Secretary 

3 Rovereto Nayacalevu（2024） Acting Permanent Secretary 

4 Sanajana Lal（2024-2025） Acting Permanent Secretary 

Project Manager 

1 Neomai Ravitu（2021－2023） Director 

2 Tekata Toaisi（2024） Acting Director 

3 Nanise Tuquir （2024-2025） Acting Director 
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Inshore Fisheries 

Management Division 

1 Saras Sharma（2021－2023） Director Senior Fisheries Officer 

2 Tarisi Shaw (2023-2025） Principal Fisheries Officer 

3 Navneel Singh（2022－2025） Fisheries Officer 

Offshore Fisheries 

Division 

1 Jone Amoe（2021-2022) Principal Fisheries Officer 

2 William Sokimi（2021-2022) Fisheries Officer 

Aquaculture Division 

1 Prashneel Chandra（2021-2025） Senior Fisheries Officer 

2 Prashant Narayan（2021‐2023） Fisheries Officer 

3 Makelesi Danford（2024-2025） Fisheries Officer 

Research Assessment 

and Development 

Division 

1 Tarisi Shaw（2021-2022） Senior Fisheries Officer 

2 Saras Sharma（2023） Senior Fisheries Officer 

3 Reginald Caine（2024-2025）Senior Fisheries Officer 

4 Ilaisa Kama（2021-2025） Fisheries Officer 

Economic Planning 

and Policy 
1 Pranishma Kumar（2021-2022）Principal Economic Planning Officer 

Western Division 

1 Katangateman Tokabwebwe（2021-2025） Senior Fisheries Officer 

2 Jone Tamanitoakula（2021-2024） Fisheries Officer 

3 Nanise Tuqiri（2024-2025） Principal Fisheries Officer 

Northern Division 

1 Tekata Toaisi（2021-2023） Principal Fisheries Officer 

2 Jese Baleiwai（2021） Fisheries Officer (Savusavu) 

3 Kolinio Naivalu（2022‐2025） Senior Fisheries Officer 

4 Emoni Muatabu（2024‐2025） Fisheries Officer 

Eastern Division 
1 Mere Namudu（2021-2023） Principal Fisheries Officer 

2 Aminiasi Tora（2021-2023） Fisheries Technical Officer 

Central Division 

1 Tomasi Peckham（2021-2023） Fisheries Officer 

2 Elenoa Sailada（2021-2022）Fisheries Technical Officer Rewa/Tailevu 

3 Semesa Banuve（2023- 2025）Fisheries Technical OfficerWainibokasi 

4 Shalendra Singh（2024‐2025） Principal Fisheries Officer 

 

 

2) フィジー側からのその他の投入 

• プロジェクト実施に係る職員の時間及び運営費用 

• 執務室及び施設の提供 

• 現地活動のための輸送・ロジスティクス支援 

• 研修用の会場及び設備の提供 

• コミュニティ調整及び現地関係者との連携 

 

日本側及びフィジー側からの投入は、新型コロナウイルス感染症による混乱やプロジェクト

ニーズの変化に対応するため一部調整を行ったものの、概ね計画どおりに実施された。日本側は、

日本人及びローカルコンサルタントを通じた技術的な専門性と必要な機材を提供し、フィジー側

は組織的な支援と現地での実施体制を確保した。 
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3-2. 活動の達成状況 

プロジェクト活動の実施状況、達成状況について 4 つのアウトプット(成果)ごとに整理し、各

活動についての達成度の概要を下表に示す。 

 

表 ３-4 活動の達成状況 

PDMにおける活動計画 達成状況の概要 

1-1 太平洋島嶼国の行政機関による

SDG14 の達成に向けた、課題・取り

組み・ニーズ等について、各国の関

係者と共に情報を整理する。 

- フィジーでの現地調査を完了 

- 南南協力形成のためバヌアツを訪問 

- ソロモン諸島とサモアを対象国から除外 

- パラオを訪問したが対象国としては除外 

1-2 太平洋地域機関（PIF、CROP 機

関等）による SDG14 の達成に向け

た、課題・取り組み・ニーズ等につ

いて、各機関の関係者と共に情報を

整理する 

- COVID-19により地域機関への訪問の大半が未実施 

- SPCと第 5回沿岸漁業・養殖地域技術会合に参加 

- USPとの協議を完了 

1-3 国連機関や他ドナー、NGOsによ

る SDG14の達成に向けた、課題・取

り組み・ニーズ等について、各機関

の関係者と共に情報を整理する。 

- COVID-19 の封鎖により予定された訪問の大半が影

響を受け未実施 

- UNDPとの協議を完了 

- NZAID、USAID、EUとの協議を完了 

- NGOとの協議を完了 

1-4 日本の関係機関による SDG14 の

達成に向けた、課題・取り組み・ニ

ーズ等について、各機関の関係者と

共に情報を整理する。 

- 日本大学で講義を実施（2022-2023） 

- JENESYSプログラムで講義を実施（2022-2024） 

- OFCFとオオシャコガイ養殖協力について協議 

1-5 1-1から1-4で得た情報を統合し、

太平洋島嶼国における SDG14の達成

に向けた人材育成計画を関係者と共

にドラフトする。 

- 収集情報の統合を完了 

- JICA-USP漁業研修報告書案を作成 

- PDMと活動計画を策定 

1-6 フィジー水産省とUSP-SAGEONS

を中心とした、各国や各機関の関係

者を含む研修委員会を組織する。 

- JCCで委員会メンバーリストが承認 

- 実際の組織は設立されず 

1-7 研修委員会において人材育成計画

を最終化し関係者間での合意を図

る。 

- プロジェクト合同調整委員会を開催 

- 研修報告書と文書を最終化 

- R/D改訂会議を完了 

2-1 フィジー水産関係者に対する研修

カリキュラムを、研修委員会ととも

に作成する。 

- 全4フェーズの研修計画を策定（JFY 2021-2024） 

- 関係者の意見を反映しカリキュラム開発を完了 

2-2 フィジー水産関係者に対する研修

教材を、研修委員会とともに作成す

る。 

- 全4フェーズの教材を作成 

- 各研修フェーズの教材を開発・最終化 
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2-3 フィジー水産関係者に対する研修

を、関係者とともに実施する。 

- 4フェーズで307名の水産省職員を研修 

- 予定された全研修フェーズを完了 

- 10名の職員が日本での対面研修を完了 

2-4 フィジーにおける SDG14 の達成

への取り組み促進に向けたロードマ

ップ（案）を、研修参加者とともに

作成する。 

- 全フェーズの研修報告書を完了 

- 初期ロードマップ案を作成 

- マニュアルとSOPを策定 

- 地域セミナーのレビューを計画 

3-1 太平洋島嶼国の水産関係者に対す

る研修カリキュラムを、研修委員会

とともに作成する。 

- コミュニティベースの沿岸資源管理に関するワーク

ショップを開催 

- 複数の南南協力研修を実施 

- 地域カリキュラムを策定 

3-2 太平洋島嶼国の水産関係者に対す

る研修実施に向けて、フィジー水産

関係者に対するトレーナーズ・トレ

ーニングを行う。 

- フェーズ2-4でトレーナー研修を完了 

- 研修結果を評価・分析 

- 包括的な報告書を提出 

3-3 太平洋島嶼国の水産関係者に対す

る研修教材を、研修委員会とともに

作成する。 

- 地域セミナー用教材を開発 

- 南南協力研修用教材を作成 

- 複数の研修セッションを実施 

3-4 太平洋島嶼国の水産関係者を対象

とした研修を、フィジー水産関係者

と USP-SAGEONS を中心とした関係

者とともに実施する。 

- 第1回南南協力研修を実施 

- 評価を完了し優良事例を特定 

- 複数の研修セッションを実施 

3-5 太平洋島嶼国にける SDG14 の達

成への取り組み促進に向けたロード

マップ（案）を、研修参加者ととも

に作成する。 

- 地域ロードマップ案を作成 

- 2025年1月のレビューを計画 

- セミナー後の最終化を予定 

4-1 研修参加者のネットワークを構築

する。 

- 組織的な強みを特定 

- 漁業管理の専門家リストを作成 

- 研修参加者ネットワークを構築 

4-2 研修の成果を、研修委員会とネッ

トワークとともに解析する。 

- 4回の研修及び南南協力研修にて評価を実施 

- 評価報告書を提出 

- 研修成果を分析 

4-3 域内の継続的な人材育成にかかる

支援について、地域的国際機関や他

ドナーとともに検討する。 

- 地域ロードマップ案を作成 

- 技術支援計画を策定中 

4-4 SDG14 の達成への取り組み促進

に向けて、将来的に継続可能な人材

育成ロードマップを策定する。 

- 初期ロードマップ案を2025年1月のレビューで発表 

- プロジェクト完了前の最終化を予定 

  

プロジェクト活動の実施状況を総括する。フィジーにおいて 4 つのフェーズにわたり、延べ

307 名の水産職員に対する研修を実施し、同時に 4回の南南協力イニシアチブ（地域内研修）を
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展開するなど、研修及び能力強化のための主要な活動を積極的に実施した。しかしながら、様々

な制約により、アウトプット 1 の主要な活動である当初の計画であった 14 カ国の太平洋島嶼国

を対象とした活動は、主にバヌアツとトンガに焦点を絞って実施することとなった。 

大きな理由としては COVID-19 の影響により地域機関や国連機関への訪問の一部が実施でき

なかったことや、関係者との協議の結果、自然条件やその他の条件が合わないといった実践上の

課題もみつかったのがその理由である。また、対象国を絞り込むときの状況の判断は JICA 専門

家が総合的に判断して行っていたが、その経緯については文書化されておらず、JICA 本部には

それが十分に共有されていなかった。しかしながら、プロジェクトの活動の実施により、フィジ

ー国内に拠点がある太平洋地域の代表的な組織である南太平洋大学（USP）及び太平洋共同体

（SPC）との重要なパートナーシップが構築された。研修を受けた水産省職員は、それぞれの現

場で小規模プロジェクトの実践を開始しており、調査や地域ワークショップの開催など、地元の

活動をそれぞれが推進して、その結果、関係者・組織間のネットワーク構築も行われた。 

よって、計画された研修プログラムや小規模プロジェクトの実施など、技術的な核となる活

動は完全に達成されたといえる。一方で、本事業の上位目標につながる SDG14 研修委員会の本

格的な運営開始や、プロジェクト完了前に最終化が予定されている地域ロードマップなど、将来

への基盤となる重要な活動は部分的な実施に留まっている。 

 

3-3. アウトプットの達成状況 

本プロジェクトにおける 4つのアウトプット(成果)の達成状況を指標から考察する。 

アウトプット 1の達成状況は次のとおりである。 

表 ３-5 アウトプット 1の達成状況 

アウトプット 指標 達成状況 

1.  

フィジーにおける

水産関係者の能力

向上計画と域内に

おける水産関係者

の南南協力計画

が、SDG14 研修委

員会により承認さ

れる。  

1-1. 

太平洋島嶼国における

人材育成計画が作成さ

れ、関係者の承認を得

る。 

【達成】 

・ニーズ分析に基づき、研修と小規模プロジ

ェクトを組み合わせた実践的な能力開発アプ

ローチを提案し、PDM及びPOとともに JCC

で承認された。 

・計画は JCC で承認されたが、SDG14 研修

委員会による承認は、同委員会が機能してい

ないため、得られていない。 

1-2. 

人材育成計画を推進す

るための実施体制（研

修員会）が確立され

る。 

【一部達成】 

・14 の太平洋島嶼国を対象とし、ドナーを含

む幅広い参加を想定した SDG 研修委員会の

ビジョンが第 1回 JCCで承認された。 

・しかしながら、想定された研修委員会は実

際には十分に機能せず、14 カ国全ての効果的

な参加を得ることができなかった。 

 

本プロジェクトはCOVID-19の影響を受けており、2段階方式で実施されている。つまり基本
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計画のまま開始された。その最初の段階では主にニーズの確認や掘り起こしに注力した。詳細計

画フェーズにおいて、地域機関、国際ドナー、NGO、太平洋島嶼国の代表者など、様々な関係

者との広範な協議を実施した。これらの協議を通じて、14 の太平洋島嶼国における技術協力活

動を調整するための包括的な地域プラットフォームとして機能することを目指した「SDG14 研

修委員会(SDG Training committee)」の広範囲かつ意欲的なビジョンが形成された。 

そのビジョンは、2021年11月10日に開催された第1回 JCCにおいて、SDG14研修委員会の

参加者リストは正式に承認され、関係者による認知を得た。その段階で指標としては達成したと

いえよう。しかしながら、実際の委員会の運営は、関係者の数及び活動範囲が限定的なものとな

っている。実質的に、委員会はフィジー水産省の中核メンバーと主要な地域パートナー、特に

USPと SPCを中心に運営されている。USPは主要な技術研修提供機関として、専門的なカリキ

ュラムと認証プログラムの開発・実施を担当し、SPC は漁業管理における広範な地域的専門性

を活かし、地域標準化に関する技術指導を提供している。一方で、当初のリストにあるフィジー

環境省や国連などの広い関係機関は全くかかわっていない。よって、当初想定していた幅広いマ

ルチステークホルダーの参加をする組織を形成するには至っていない。 

つぎに、アウトプット 2の達成状況を下表に示す。 

表 ３-6 アウトプット 2の達成状況 

アウトプット 指標 達成状況 

2.  

フィジーにおける水産

関係者が、SDG14達成

に向けた自国内での活

動を支援するための技

術力が向上する。 

2-1. フィジーの水産

行政官に対する研修

が 4回開催される。  

【達成】 

・JICA-USP-SPC漁業研修の全4フェーズを

実施 

・データ収集、沿岸管理、養殖、水産物加

工等の重要な技術分野を網羅 

2-2. のべ300人のフィ

ジー水産行政官が研

修へ参加する。 

【達成】 

・総参加者数：307名 

・追加で 10 名が日本での JICA 研修を修了

（2022年8名、2023年1名、2024年1名） 

・7分野で34の技術マニュアル及びSOPを

作成 

2-3. フ ィ ジ ー の

SDG14 の達成ロード

マップが作成され、

承認される。 

【概ね達成】 

・2024年12月にロードマップ案を完成 

・7 つの小規模プロジェクトと 34 の技術的

成果物の結果を統合 

・委員会による承認は未実施 

2022年から 2024年までの 4フェーズにわたり、延べ人数で合計 307名が参加し、目標の 300

名を上回るなど、技術的能力強化プログラムは数値的に大きな成功を収めた。以下が、各フェー

ズの参加人数及び修了者数である。各フェーズの最後に課題物提出と審査が行われて、次のフェ

ーズに進める参加者が選定される。なお、個人名で整理した結果、126 名の参加者が確認された。 

 

表 ３-7 研修結果 

フェーズ 期間 参加者数 修了者数 修了率 
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フェーズ1 2022年 2月-3月 116 86 74.14% 

フェーズ2 2022年 11月-2023年 3月 79 73 92.41% 

フェーズ3 2023年 5月-2024年 3月 61 50 81.97% 

フェーズ4 2024年 5月-8月 51 51 100.00% 

合計 
 

307 260 87.13% 

 

研修プログラムの修了率は、フェーズ 1の 74%から最終フェーズの 100%まで段階的に改善し、

すべてのフェーズの平均修了率は 87.1%となった。修了させるか否かについては、課題提出物に

よる判断および講師による客観的な審査により総合的に実践されているとのことであった。フェ

ーズ 3において少し修了率が下がった理由については、これ以降については専門家として育成す

ることを念頭に審査基準も厳しくして、フェーズ 4以降の実践を任せられる人材を育成すること

を目指したためである。修了率は、最終的には 100%となっており、参加者の選定とプログラム

運営の改善を示している。 全体を通しての女性の参加率は49%であった。 

 

表 ３-8  研修参加者による評価 

フェーズ Q1: 

総合評価 

Q2: 

参加意欲 

Q3: 

時間管理 

Q4: 

研修教材 

Q5: 

相互学習 

Q6: 

演習の 

有効性 

Q7: 

SDG14の 

推進意欲 

フェーズ1 4.68 4.68 4.31 4.73 4.70 4.66 4.69 

フェーズ2 4.64 4.68 4.60 4.66 4.72 4.73 4.68 

フェーズ3 4.53 4.65 4.20 4.33 4.42 4.48 4.54 

フェーズ4 4.73 4.58 4.65 4.65 4.65 4.50 4.75 

平均 4.65 4.65 4.44 4.59 4.62 4.59 4.67 

 

研修に対する参加者による評価結果をみると、5段階評価による 7つの主要指標において、全

フェーズを通じて高水準を維持していることが確認された。研修の質は担保されていると評価で

きる。特に総合評価（4.65）、参加意欲（4.65）、業務推進意欲（4.67）の項目で高い評価を得て

いる。一方、時間管理については相対的に低い評価（4.44）となったものの、全ての項目で 4.4

以上の評価を得ており、研修プログラム全体として質の高い研修を提供できたと判断される。 

つぎに、評価チームによるインタビュー調査においては、参加者及び講師から研修内容の実

用性について高い評価が得られた。具体的には、研修で習得した知識とスキルが様々な小規模プ

ロジェクトで実践的に活用されており、参加者からはこの実践的なアプローチと日常業務への即

時の有用性が特に高く評価された。また、いわゆる通常研修 （座学と演習）と、現場における

小規模プロジェクトの実施による学びを統合したアプローチは、参加者が研修のみでおわらずに、

職場に帰っても能力向上を継続することができ、それは能力開発という比較的長期にわたる効果

発現までを確保するのに効果的であることが確認された。 

さらに、本プロジェクトの研修システムで、研修後の課題提出及び講師による審査による合
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格者のみが次のフェーズに進めるという段階的な研修構造について、講師及び研修生から肯定的

なフィードバックが得られ、この体系的なアプローチは高い評価を得た。 

 

次に、アウトプット 3の達成状況については、以下に示すとおりである。 

 

表 ３-9 アウトプット 3の達成状況 

アウトプット 指標 達成状況 

3. フィジーにおける

水 産 関 係 者 が 、

SDG14 達成に向けた

南南協力を実施する

ための技術力が向上

する。 

3-1. 太平洋島嶼国の水産

行政官に対する研修が 4

回開催される。 

【達成】 

・フィジー、バヌアツ、トンガ間で計 4

回の研修を実施。合計 17 名が参加（バ

ヌアツ 10 名、フィジー5 名、トンガ 2

名） 

・バヌアツと正式な協力協定を締結 

3-2. のべ30人の太平洋島

嶼国の水産行政官が研修

へ参加する。 

【達成】 

・フィジーから 74 名、バヌアツから 27

名の水産職員が参加 

・最終セミナーにトンガから 2 名が追加

参加 

・合計103名 

3-3 南南協力参加国の

SDG14 の達成ロードマ

ップが作成され、承認さ

れる。 

【達成】 

・7 つのアクションプランを含む国別・

地域ロードマップ案を作成 

 

アウトプット 3について、南南協力セミナーの実施状況について以下に整理する。 

 

表 ３-10 南南協力セミナーの実施結果 

回数/場所 期間 日数 参加者数 

第 1回 

（フィジー） 

2024年4月22-26日 5日間 バヌアツ：4名（フィジー：15名） 

第 2回 

（フィジー） 

2024年 7月 8-17日 10日間 バヌアツ：3名（フィジー：47名） 

第 3回 

（バヌアツ） 

2024 年 9 月 19 日-

10月 2日 

15日間 バヌアツ：17名（フィジー：5名） 

第 4回 

（フィジー） 

2025年1月15-17日 3日間 バヌアツ：3名、トンガ：2名 

（フィジー：7名） 

本プロジェクトでは、4回の南南協力セミナーを実施した。第 1回から第 3回までは主にフィ

ジーとバヌアツの2カ国間での実施であったが、第4回では新たにトンガからも参加を得て、地

域協力プログラムの範囲を拡大することができた。 
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セミナーの研修としての評価も実施しており、最初の3フェーズを通じて継続的に高い評価を

得た。特に総合満足度については、フェーズ1の4.0からフェーズ3では4.7まで上昇するなど、

着実な向上が確認された。この評価結果は、本プロジェクトによる南南協力の取り組みが効果的

に機能していることを示すとともに、最終フェーズでのトンガの参加に見られるように、さらな

る地域展開の可能性を示唆している。 

一方で、本プロジェクトによる地域展開は主にバヌアツとの協力に限定される結果となった。

これは、以下の実務的な制約を慎重に検討した結果によるものである。第一に、パプアニューギ

ニアなど一部の国については地理的な距離が参加の障壁となった。第二に、小規模島嶼国との間

では自然環境や漁業規模に大きな違いがあり、協力の関連性が限定的であった。第三に、トンガ

における火山噴火やサモアにおける進行中の他分野の JICA プロジェクトなど、各国固有の事情

により参加が困難となった国もあった。 

これらの要因を踏まえ、本プロジェクトでは、フィジーと類似した沿岸漁業の特徴を持つバ

ヌアツとの協力に焦点を当てる戦略的決定を行った。最終フェーズでのトンガの参加は、より広

範な地域連携に向けた重要な一歩となったが、当初目標としていた太平洋島嶼国全体をカバーす

る包括的な協力体制の確立には至っていない。 

 

 最後に、アウトプット 4の達成状況を下表に示す。 

 

表 ３-11 アウトプット 4の達成状況 

アウトプット 指標 達成状況 

4. 太平洋島嶼国におけ

る SDG14 達成に向け

て、水産関係者の人材

育成ロードマップが採

用される。 

4-1. 大洋州地域 SDG14

の達成ロードマップが

作成され、承認され

る。 

【概ね達成】 

・2025 年 1 月の地域セミナーにおいて地

域ロードマップ案を発表し、協議を実施 

・ロードマップは全体的な方向性を示し

ているが、具体性に乏しく、実践的な実

施に向けてはさらなる詳細化が必要 

・実施に向けて他の太平洋島嶼国による

実現可能性の検討が必要 

4-2. 大洋州地域 SDG14

の達成ロードマップを

推進するためのネット

ワークが構築される。 

【達成】 

・4 つの主要技術分野における専門家リス

トを作成 

・JICA-USP 認証システムを確立し、リス

トアップされた専門家に認定証を授与 

 

 アウトプット4の指標である地域ロードマップは、フィジー国内で実施された7つの小規模

プロジェクトの成果を基に策定された。これらのプロジェクトは、漁業管理における重要課題へ

の対応と、他の太平洋島嶼国へ展開可能なモデルの提供を目的として設計された。ロードマップ

の策定プロセスには、フィジー、バヌアツ、トンガの主要な関係者が参加し、協働的なアプロー

チが採られた。 
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 以下は、地域ロードマップのアクションプランに示された7つの主要テーマである。フィジ

ーでの活動・成果を基に（右側）、太平洋島嶼国におけるより一般化されたテーマが示されてい

る。 

 

表 ３-12 地域ロードマップに示されたアクションプラン 

No. フィジーでの小規模プロジェクト 地域ロードマップでの一般化テーマ 

1 非魚類データの収集・分析 太平洋島嶼国における非魚類データの収集・分

析 

2 IUU沿岸漁業活動対策のためのフィジ

ー水揚げ地点のマッピング 

太平洋島嶼国における IUU 沿岸漁業活動対策

のための水揚げ地点のマッピング 

3 フィジー・ロマイビティ諸島モトリキ

島における沿岸漁業資源の状況評価 

太平洋の小規模・孤立島嶼における地域主体の

沿岸漁業資源管理・開発 

4 キア島に焦点を当てた Qoliqoli 

Cokovata Macuataにおける取締活動の

改善 

太平洋の小規模・孤立島嶼における沿岸漁業の

MCS強化 

5 漁業資源の持続的利用を通じた LFCL

メンバーの経済的収益・機会の最大化 

太平洋島嶼国における水産物加工を通じた漁業

協同組合員の経済的収益・機会の最大化 

6 中央管区における小規模農家のティラ

ピア生産向上 

中央管区における費用対効果の高い養殖を通じ

たティラピア生産の拡大 

7 フィジー・レワ・ブヌクにおける小型

ノコギリガザミの法定販売サイズ

（>12.5cm）までの蓄養 

太平洋島嶼国における育成方式を通じた地域主

体の持続的ノコギリガザミ蓄養 

 

 

2025 年 1 月の南南協力セミナーにおいて、上記を含む地域ロードマップ案が提示され、それ

を聴講した参加国（バヌアツ及びトンガ）の代表者は、本ロードマップが太平洋地域の漁業管理

においてより結束力のある効果的なアプローチを創出する可能性があると評価し、その適応性を

セミナーにおいて確認している。 

 評価チームによるトンガ及びバヌアツの参加者へのインタビューでは、このアクションプラン

が各国の状況に応じて適用可能な枠組みとして捉えられており、SDG14の目標に沿って太平洋

島嶼国全体の海洋資源管理を強化する可能性を有していることが明らかになった。技術レベルや

実施状況は国により異なるものの、両国ともティラピア養殖、非魚類データ収集、IUU漁業対

策モニタリングなどの分野における協働（研修及び活用）に強い関心を示した。一方で、主な課

題として、フィジー同様に行政や現場の水産人材の人材不足や定着の課題があり、また地域を巻

き込む沿岸資源管理においては介入にも時間・コストがかかることなどの共通の課題もある。ま

た、両国からは、フィジーからの一方向ではなく、双方向的な人材・技術交流が提案されてお

り、知識共有と地域の能力構築に対する前向きな姿勢が示された。 

本プロジェクトの最終アウトプットとして、太平洋島嶼国における SDG14 達成に向けた人的

ネットワークの基礎を構築するために、今回の研修において認証プログラムを確立して、その中
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でフィジー水産省からの参加者に「専門家Expert」として修了書を授与した。 

具体的には、以下の 4つの主要技術分野において専門家としての修了書を発効した： 

1. 蓄養（ノコギリガザミ）：   5名 

2. 養殖（ティラピア）：  16名 

3. 沿岸漁業資源管理：     7名 

4. 水産物の収穫後処理・加工：    6名 

JICA-USP認証システムを通じて、合計34名が専門家としての認証を受けた。この認証プロセ

スは、一つの事業のためのものではなく、今後 SDG14 の実施を牽引する重要分野における専門

家育成の体系的なアプローチを確立したとも評価される。今回、認証を受けた水産省の専門家た

ちと USP の講師陣は、研修を通じて開発された普及ツールをプロジェクトサイト以外の地域に

展開普及するための専門的な人的ネットワークの基盤になることが期待されている。 

今後の広域展開を見据えると、認証を受けた水産省の専門家は各分野における現場での専門

性は高いものの、全く新しい研修ニーズに対するプログラムの設計をするには課題があるとの意

見もあった。これは、一つには、認証を受けた専門家の多くが研修専門家ではなく水産省の行政

官であり、行政官のみで構成される専門家たちの役割の明確化をする必要があるであろう。すな

わち、認証を受けた専門家は現場の実務者として活動し、一方で USP のコンサルタントが包括

的な研修プログラムの開発を主導するというアプローチもある。このアプローチにより、各関係

者（関係機関）の強みを活かしつつ、将来の海洋資源管理イニシアティブのための持続可能な知

識移転メカニズムを確保することが期待される。 

以上のことから、全てのアウトプットの達成度は満足できるレベルにあると判断される。大

半の指標は完全に達成されているか、プロジェクト完了までに達成見込みである。これらのアウ

トプットは、この後に述べるプロジェクト目標であるところの「フィジーの水産関係者の技術能

力向上」と、上位目標である「SDG14 目標達成のための地域協力の枠組み強化」の双方に効果

的に貢献したと結論付けられる。 

 

 

3-4. プロジェクト目標の達成見込み 

 

本プロジェクトのプロジェクト目標の達成状況については、以下のとおりである。PDM の指

標については「SDG14の達成に向けた取組が推進される。」と質的な内容であり、客観的な数値

は設定されていなかった。よって、モニタリング報告書における達成状況の報告をもとに整理し、

小規模プロジェクトの実施継続状況、国際的な場における発表、そして研修成果（人材やツール）

という視点から総合的にプロジェクト目標の達成状況を総括する。 

 

表 ３-13 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標 指標 達成状況 

太平洋島嶼国におけ フィジーにお ・9 つの小規模プロジェクトが形成され、7 つが各
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るSDG14の達成への

取組推進に向けて、

フィジーの水産関係

者の能力が強化され

る。 

いて SDG14の

達成に向けた

取組が推進さ

れる。 

部門で実施： 

 - 沿岸漁業管理部：2プロジェクト 

 - 養殖部：1プロジェクト 

 - 研究開発部：1プロジェクト 

 - 西部管区：1プロジェクト 

 - 中央管区：1プロジェクト 

 - 北部管区：1プロジェクト 

 

・国際的な活動実績： 

 - 2022年第5回SPC沿岸漁業・養殖地域技術会合で

の発表 

 - 2023年第 5回アジア太平洋サンゴ礁シンポジウム

への参加 

 - 2022年、2023年、2024年の JICA沖縄研修での講

師派遣 

 

・技術能力の向上： 

 - 34の技術マニュアル・SOPの開発 

 - 307名の水産職員の研修実施 

 - バヌアツとの南南協力の成功的な実施 

 - バヌアツ・トンガとの地域ネットワークの構築 

 

プロジェクト目標の達成状況としては、①小規模プロジェクトを通じた実践的な能力開発、

②国際会議等での成果発表を通じた対外的な発信力の向上、③技術マニュアル・SOP の開発に

よる知識・技術の体系化、④南南協力を通じた地域ネットワークの構築など、多面的な成果が確

認された。インタビューによる関係者の意見によると、本プロジェクトによって、SDG14 達成

に向けた活動を推進するフィジーの水産関係者の能力向上が水産省と 7つの小規模プロジェクト

の現場で推進されている。小規模プロジェクトの概要は下表のとおり。 

 

表 ３-14 小規模プロジェクトの概要 

No. プロジェク

ト名 

水産省下の 

実施部門 

達成状況の概要 

1 ノコギリガ

ザミ蓄養 

中央管区 ブヌク村（参加者 15 名）において、個別容器から地域管

理型の蓄養池によるノコギリガザミ蓄養法を確立。市場規

格サイズのノコギリガザミの生産に成功し、自主的な蓄養

活動を開始 

2 水産物の収

穫後処理・

加工 

西部管区 ラウトカ港（組合員 60 名）において、組合を正式に設

立。品質管理、加工技術、市場運営に関する包括的な研修

を実施。SOPと組織的枠組みを整備 

3 取締活動 北部管区 キア島（漁業権保持者 34名、監督者 50名）においてモニ
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タリングシステムを開発。監視塔を建設し、IUU漁業対策

のため水産省、警察、海軍との協働監視体制を確立 

4 ティラピア

養殖 

養殖部 ナドゥルロウロウ研究所での成果を基に、飼料調製技術を

開発し、教材として取りまとめ。中央管区（15 農家）、西

部管区（8農家）、北部管区（8農家）の新規養殖農家の研

修に活用 

5 非魚類デー

タ収集 

沿岸漁業管理

部 
全国 15 市場でデータ収集システムを確立。無脊椎動物の

経済価値に関する包括的なデータを収集。地方政府・観光

協会と協力 

6 水揚げ地点

マッピング 

沿岸漁業管理

部 
フィジー本島を中心に 196 カ所の水揚げ地点をマッピン

グ。IUU漁業対策のための実用的な沿岸漁業管理ツールを

作成 

7 沿岸漁業資

源管理 

研究開発部 モトリキ島（人口820名、漁業権保持者25名）において、

包括的な資源調査を実施し、地域協議を通じて管理計画を

策定 

8 ナマコプロ

ジェクト 

東部管区 プロジェクト中止。当初、東部管区での10,000個体のナマ

コ種苗放流を計画したが未実施 

9 沖合漁業管

理 

経済企画部 他ドナーや国際 NGO からの支援が既に存在したため未実

施 

 

これら小規模プロジェクトの実施状況を総括すると、沿岸漁業管理、養殖、研究開発、とい

う技術テーマによる部署と、北、西、中央という各地域管区にまたがる地理的な多様性により、

海洋資源管理に対する包括的な技術テーマによる人材育成及び技術ツールが開発されたと評価さ

れる。そして、計画された 9プロジェクトのうち 7プロジェクトが実際に実施され、戦略的な計

画立案と適応的な実施が示された。その中で、未実施となった2プロジェクトからは、海洋資源

管理を推進する上で多様なアクターをまとめあげる困難さ、現実的な計画立案、柔軟な計画変更

や実施も含めた能力構築の重要性について、貴重な教訓が得られたといえる。このような事業を

みずから企画し、実行のための計画をし、進捗をモニタリングして報告するという能力は、カウ

ンターパートの中に根付いていることが今回のインタビューでも明らかになった。 

一方で、小規模プロジェクトの実施状況は、計画の達成度というモニタリングにとどまり、

例えば持続性（地域組織が継続できるのか）やインパクト（地域への広範囲な影響）、そして開

発された技術の経済的・社会的な視点からみた汎用性といった「評価」の部分については実施さ

れていないため、本質的な部分がいまだ不明、または少なくとも文章化されておらず共有される

にいたっていない。その評価があってこそ政策へのフィードバックが可能となるため、最後の評

価の力についてはこれから発展させていく必要性がある。 

また、国際的な活動実績からプロジェクトの取り組みが国際レベルからみても質の高いもの

であることが確認された。具体的には、SPC の沿岸漁業・養殖地域技術会合やアジア太平洋サ

ンゴ礁シンポジウムなどの主要な地域フォーラムでの発表を通じて、フィジーの革新的なアプロ

ーチを広く共有する機会を得た。 
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さらに、2022 年から 2024 年にかけての JICA 沖縄研修プログラムにフィジーの専門家が講師

として参画したことは、本プロジェクトの能力構築の取り組みが、フィジーのみならず、国際的

にも誇れるレベルであることを示している。ただ、その回数や範囲はいまだ限られており、プロ

ジェクトが開発した様々な技術や知見が高いレベルであるとするには、開かれた国際的な会議の

場で発表され、より客観的な視点から評価を得る必要があるだろう。 

加えて、プロジェクト目標に掲げられた技術能力の向上は、すでにアウトプットレベルの技

術的成果物にも表れている。34 の技術マニュアル及び標準作業手順書（SOP）の作成は、今後

の海洋資源管理のための確実な知識基盤を提供するものである。また、延べ307名の水産職員へ

の研修とそこから選び抜かれた 34 名の専門家育成は、フィジー水産振興の人材育成への重要な

投資である。技術とそれを担う人材を水産省の中に構築したことで、今後に太平洋島嶼国におけ

る海洋保全・管理の普及に向けた基盤の元をつくったと評価できる。 

 

 

3-5. 上位目標の達成見込み 

 

上位目標とは、プロジェクト目標の達成後に達成する目標であり、評価調査時点では事業実

施期間中であり、また PDM上の数値目標の設定はなく、また達成年度も設定されていないため、

「達成見込み」についての質的な検証を行う。以下は、モニタリング報告書に示された達成見込

みをもとに整理した表である。 

 表 ３-15 上位目標の達成状況 

上位目標 指標 達成状況 

太平洋島嶼

国における

SDG14 の達

成への取組

推進に向け

て、域内の

水産関係者

の能力が強

化される。 

太平洋島嶼国

に お い て

SDG14 達成

に向けた活動

が推進される 

2025 年 1 月開催の地域セミナーにおいて、参加者にアクショ

ンプランを提示 

 

1. 地域協力の強化： 

・バヌアツとの協力枠組みの確立 

・トンガからの参加（職員2名） 

・研修を受けた水産職員のネットワーク形成（ただし、上記

の関係の深い太平洋島嶼国に限定） 

 

2. 技術能力の開発： 

・地域での活用が可能な 34 の標準マニュアル及び SOP の整

備 

・4 つの主要技術分野をカバーする専門家データベースの構

築 

・JICA-USP認証システムの確立 

 

3. 地域計画と調整： 

・現在関与している国（バヌアツ）に焦点を当てた地域ロー
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ドマップの策定 

・より広範な太平洋島嶼国での地域研修手法の検証は未実施 

・人材データベースシステムは一部の国に集中 

 

4. 知識移転システム： 

・バヌアツとの南南協力モデルの成功 

・標準化された研修教材とガイドラインの整備 

・ただし、中核国以外への適用は限定的 

プロジェクトでは、バヌアツとの協力枠組みの確立及びトンガの参加を得ることで、国家間

の知識共有のための基礎的なモデルを構築した。ただし、その協力のパートナーとしてバヌアツ

は強固であるが、トンガはまだ関係が始まったばかりであり、さらにその範囲は現時点では限定

的である。 

技術能力開発は、本プロジェクトの主要な成果として位置付けられる。具体的には、34 の標

準マニュアル及び SOP の整備、4 つの技術分野をカバーする専門家データベースの構築、さら

に JICA-USPによる専門家育成と認証システムの確立により、海洋資源管理における専門的能力

開発のための確実な枠組みのモデルといえる。 

最後の地域セミナーにおいて、示された地域のロードマップ（地域展開の将来像と 7つの一般

化テーマ、その課題と想定される活動）については、いまだ素案の状態である。その開発者がイ

ンタビューで認めているように、これだけでは不十分であり、実行するための詳細計画、予算、

運営体制、モニタリング・評価といった内容を詰めていくことが残っている。そもそもこのロー

ドマップへの反応については、2025年の1月の地域セミナー（南南協力セミナー）で発表時に、

バヌアツとトンガの参加者が一般的な意見として高評価を示したのみにとどまっており、本当に

このロードマップが妥当な内容であるのかについては、今後、より広い範囲の国や関係者からの

反応をみて判断されるべきものである。 

つまりプロジェクトは効果的なシステムを確立し、二国間協力（フィジー・バヌアツ）にお

いて成功を収めた一方で、参加国が限定的であることや、地域ロードマップが完成にはいたって

いないという点から、地域全体の能力向上という上位目標の達成には課題が残されているといえ

る。しかしながら、最終回となった地域セミナーにおいて、これまでの地道な関係づくりが実り

トンガからの参加を得たことは、太平洋島嶼国全体への展開の基盤となりうるものである。今後、

プロジェクトの地域的な目標を真に実現するためには、現実的かつ段階的な戦略が不可欠である。

具体的には、一国から他国へと段階的に協力関係を深化させ、SDG14 実施のための包括的な地

域的枠組みの構築に向けて漸進的に進めていくアプローチが求められる。 
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第４章  評価 6項目による評価 

以下、評価 6項目ついて、それぞれの評価結果を記す。 

 

4-1. 妥当性 

妥当性：高い 

本プロジェクトは、①フィジーの開発政策及び地域的枠組みとの整合性、②日本の協力方針

との整合性、③ターゲットグループのニーズとの整合性の観点から、高い妥当性が認められる。 

フィジー国家漁業政策（National Fisheries Policy 2024-2028）及び実施計画（Operational Plan 

2024-2025）において重点項目として掲げられている「持続可能な漁業・養殖開発の推進」及び

「地域主導の保全イニシアティブの支援」との高い整合性を有している。また、太平洋島嶼国地

域及び SDG14 が掲げる持続可能な海洋資源管理の目標とも合致しており、国家・地域の双方の

レベルにおいて妥当性が確保されている。 

本プロジェクトは、日本の対フィジー国別開発協力計画における「開発課題 1-1：経済活動の

拡大」の下、持続可能な海洋プログラムの一部として戦略的に位置付けられている。このドナー

国及び被援助国双方の優先課題との合致により、プロジェクトの効果的な実施が担保されている。 

実施機関としてフィジー水産省を主要なターゲットとしたことは、同省が水産振興において

主導的役割を担っていることから適切であった。特に、能力開発アプローチについては、初期の

ニーズアセスメントを通じた研修内容の決定や、PCM ワークショップを通じた現場レベルの課

題・ニーズの特定に基づく小規模プロジェクトの設計により、実践的なニーズに即した事業内容

となっている。 

 

 

4-2. 有効性 

有効性：おおむね高い 

本プロジェクトは、SDG14 の推進というプロジェクト目標について、①水産省職員に対する

包括的な研修による専門家の育成（計 307 名が研修に参加、34名が専門家として認定）、②研修

で得た知識を活用した 7 つの小規模プロジェクトの実施、③実践知をまとめた 34 のガイドライ

ン及び研修教材（ツールボックス）の開発、という 3つの主要な成果が相互に関連しながら達成

された。特に、研修参加者の高い修了率（87.1%）と小規模プロジェクトの実践における成功は、

持続可能な漁業管理のための実践的な能力構築というプロジェクトの有効性を実証している。 

プロジェクトの成功要因としては、研修と実践（小規模プロジェクト）を組み合わせた段階

的な能力開発アプローチ、特に JICA専門家のみならず、USPやSPCのフィジー人専門家の効果

的な活用が挙げられる。この協働的アプローチにより、能力開発活動が国際基準を維持しつつ現

地の文脈に適切に根ざしたものとなり、持続的な実施のための強固な基盤が構築された。 

一方で、7 つの小規模プロジェクトは成功を収めているものの、その地理的範囲及びプロジェ

クト数は、全国展開の基盤としては限定的である点に留意が必要である。また、一部のプロジェ
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クトは完了に至っておらず、その持続可能性（自走できるレベル）の確保及び広範な実施のため

の複製可能なモデルとして十分に発展させるためには、継続的なモニタリングとフォローアップ

が必要である。これらの課題はあるものの、プロジェクト目標の達成度は総じて高いと評価でき

る。 

 

4-3. 効率性 

効率性：おおむね高い 

プロジェクトは、修正された範囲内において効率的な資源活用を示した。特に、投入された

資源（長期専門家3名、年間予算約1億円、供与機材約60万フィジードル相当）に対して、307

名の研修参加者、34の技術マニュアル・SOP、7つの小規模プロジェクトという具体的な成果が

産出された。また、当初計画では 14 の太平洋島嶼国に資源を分散させる予定であったものを、

バヌアツとの協力に焦点を当てることで、より集中的かつ効果的な能力開発介入が可能となった。 

日本側及びフィジー側からの投入は、技術研修と実践的なフィールド活動の間で適切に配分

され、効果的に活用された。特に、USP や SPC のローカル人材の活用により、コストを抑えつ

つ現地に適合した技術移転が実現された。また、新型コロナウイルス感染症による制約下におい

ても、オンライン研修と対面研修を組み合わせるなど、研修手法や実施戦略を柔軟に適応させる

ことで、効率的な活動実施を実現した。 

しかしながら、効率性の評価においては、当初のプロジェクト設計に含まれていた 14 の太平

洋島嶼国との関係構築のために確保された資源（例：地域セミナーの開催費用、専門家の広域活

動費など）が、対象範囲の縮小により十分に活用されなかった点を考慮する必要がある。この調

整は現実的な判断であったものの、文章化や共有・協議プロセスが行われておらず、プロジェク

トの枠組みが正式に改訂されなかったことにより、一部の計画された資源が効率的に活用されな

い結果となった。 

 

4-4. インパクト 

インパクト：中程度 

本プロジェクトは、当初14の太平洋島嶼国におけるSDG14の推進を目標としていたが、実際

のインパクトは主にバヌアツとの成功裏のパートナーシップ（27 名が研修参加）及びトンガと

の初期的な関与（2 名が研修参加）に集中した。特にバヌアツとの強固な二国間協力メカニズム

の構築は、正式な協定の締結や組織的な交流の確立など、地域における南南協力の実現可能なモ

デルを創出したが、より広範な地域展開は今後の課題として残されている。 

つぎに、地域へのインパクトという観点では、フィジーの関係者を中心に策定された太平洋

島嶼国に向けた地域ロードマップは、7 つのテーマ別アクションプランを含む重要なアウトプッ

トである。トンガ及びバヌアツの水産関係者へのインタビュー結果からは、特にティラピア養殖、

非魚類データ収集、IUU 漁業対策モニタリングなどの分野での協働に強い関心が示されており、

ロードマップのアプローチが受け入れられる可能性が高いことが示唆されている。ただし、その

実質的な適用可能性と地域のオーナーシップについては、より広範な太平洋島嶼国からのフィー
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ドバックを得て検証する必要がある。 

一方、フィジー国内における目に見える具体的なインパクトとして、7 つの小規模プロジェク

トを通じて合計 1,000 名以上の地域住民に直接的な裨益がもたらされた。具体的には、ブヌク村

での15名の住民参加によるノコギリガザミ蓄養、ラウトカ港での60名の組合員による水産加工

の改善、キア島での84名の参加による IUU漁業対策、31名の新規養殖農家の育成、モトリキ島

での 820 名の住民と 25 名の漁業権保持者を対象とした資源管理などが挙げられる。これら現場

レベルでの成功事例は、地域展開のための実践的なモデルとなりうるが、その効果の体系的な分

析と文書化が今後の課題として残されている。これらの小規模プロジェクトによるローカルなイ

ンパクトが評価されることで本プロジェクトの効果が可視化され、ひいては地域ロードマップの

信用度を増すことも期待できる。しかしながら、現時点ではその情報は整理されていない状態に

留まっていることを付記する。 

 

4-5. 持続性 

持続性：中程度 

技術面での持続性については、4 つの主要技術分野（蓄養（ノコギリガザミ）5 名、養殖（テ

ィラピア）16 名、沿岸漁業資源管理 7 名、水産物の収穫後処理・加工 6 名）において水産省内

に合計34名の専門家を育成できたことに加え、高度な技術支援についてはUSP講師やローカル

コンサルタントがフィジー国内で継続的な支援が可能な体制が整備されている。また、これらの

専門家による実践知を体系化した 34の技術マニュアルやSOPが作成されており、技術面での持

続性は高い水準で確保されている。 

財務面での持続性については、フィジー水産省の予算が 2016 年の 14,249,000 フィジードルか

ら 2024 年には 20,313,000 フィジードル、2025 年には 25,321,000 フィジードル（うち運営費

12,700,000 フィジードル）と増加傾向にある。この予算拡大により、小規模プロジェクトの継続

や展開のための資源は確保される見込みである。しかし、これらの活動の持続的な実施は、小規

模プロジェクトが水産省の正式な政策及び事業として統合されるか否かに大きく依存している。

現時点では、その制度化のプロセスが不明確である。 

制度・組織面での持続性については、2 つの重要な課題が存在する。第一に、水産省内の深刻

な人員不足（欠員率17%、61ポスト、特に常勤職で31ポスト）と高い離職率により、育成され

た人材の定着と知識・技術の組織的な蓄積が困難な状況にある。第二に、地域展開の推進体制が

不明確である。水産省は国内の水産振興を主なミッションとしており、地域展開が水産省のミッ

ションを超えるものととらえる水産省関係者も多い。また地域の組織である SPCやUSPとのパ

ートナーシップは確立されているものの、その SPCやUSPは主導的な立場ではなくあくまで技

術支援機関としての役割を想定している。このような状態で、プロジェクト終了後に地域展開を

主導する機関が明確になっておらず、地域ロードマップの実効性のある推進体制の構築が課題と

なっている。 
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4-6. 整合性/シナジー効果 

整合性: おおむね高い 

本プロジェクトは、USP や SPC との戦略的なパートナーシップを通じて高い整合性を示した。

具体的には、USPと SPCとの協力による国際水準の研修プログラムの提供（延べ 307 名が参加）

と地域標準化に向けた技術支援という、少ない機関数ながらも地域機関の強みを活かした協働体

制の基盤が構築された。この相互補完的なアプローチにより、技術能力開発と地域的な知識共有

において効果的な相乗効果が創出されただけでなく、太平洋島嶼国の地域機関との持続的な協力

関係の基盤が形成された。 

内部の整合性については、水産省の各部門（沿岸漁業管理部、養殖部、研究開発部、各地域

管区）の職員が主体となって 7つの小規模プロジェクトを実施することで、既存の政策や事業と

の高い一貫性が確保された。特に、これらのプロジェクトは水産省の年間事業計画の優先課題

（IUU 漁業対策、沿岸資源管理、養殖振興等）と密接に連携しており、既存の制度的枠組みへ

の効果的な統合が実現された。 

一方で、より広範な地域レベルでの整合性については課題が残されている。当初計画で想定

されていた SDG14 研修委員会を通じた地域関係機関との調整メカニズムは、新型コロナウイル

ス感染症の影響による活動の制約もあり、十分に機能するには至っていない。SDG14 の推進に

は、行政機関のみならず、地域のNGOや民間セクターを含むマルチステークホルダーによる協

働が不可欠であり、より包括的な調整の枠組みの構築が今後の課題となっている。 

 

 

第５章  結論、提言及び教訓  
5-1. 結論 

本終了時評価の結果から、本プロジェクトは、当初想定していた範囲よりも焦点を絞った形

ではあるものの、フィジーの持続可能な漁業管理能力の強化において大きな成果を上げ、また地

域協力の有望な基盤を確立したことが確認された。よって、本来の目的をおおむね達成したと評

価される。 

プロジェクトの成果と残された課題は、以下の 3つの重要な領域に整理される： 

1. 国内の能力開発と小規模プロジェクトの実施  

本プロジェクトは、延べ 307名の職員に対する包括的かつ実践的な研修の実施（修了率 87.1%）

と7つの小規模プロジェクトの実施を通じて、フィジーの持続可能な漁業管理能力を効果的に強

化した。特に、研修参加者からの高い評価（平均 4.5/5.0 以上）と小規模プロジェクトの具体的

な成果は、プロジェクトの実践的アプローチの有効性を実証している。しかしながら、これらの

成果の持続性は小規模プロジェクト間で差異があり、一部のプロジェクトでは継続的な実施のた

めの明確な制度的枠組みや予算確保が不十分である。この持続性の課題に対しては、プロジェク

ト完了前に、水産省の運営構造内にプロジェクト活動をより明確に組み込むための取り組みが必

要である。 

2. 地域協力の枠組み  
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プロジェクトの地域的範囲は、当初の 14 の太平洋島嶼国を対象としていた壮大なものから、

主にバヌアツとトンガに焦点を当てる形に調整された。この戦略的な調整により、より効果的で

持続可能な協力が可能となった。特に、バヌアツとの南南協力では、正式な協定の締結や組織的

な交流の確立など、今後の地域展開のための実現可能なモデルが形成された。一方で、現在の地

域ロードマップは、将来の方向性を示す価値は認められるものの、具体的な活動計画や実施体制

などの詳細が不明確であり、さらなる発展が必要である。特に、プロジェクト終了後に地域展開

を主導する機関が明確になっていないことは、本事業のビジョンである広範な地域的協力の確立

に向けた重要な課題となっている。 

 

3. 制度的・技術的基盤  

本プロジェクトは、34の標準マニュアル・SOPの開発、JICA-USP認証システムによる 34名

の専門家育成を通じて、確実な制度的・技術的基盤を確立した。USP や SPC との効果的なパー

トナーシップは、技術能力開発において有益な相乗効果を創出した。しかしながら、水産省内の

深刻な人員不足（欠員率 17%）や高い離職率は、長期的な持続性にリスクをもたらしている。

また、当初計画された SDG14 研修委員会は十分な機能を果たすには至っておらず、プロジェク

トの成果を最大化するためには、調整メカニズムの明確化とさらなる強化が必要である。 

これらの調査結果から、プロジェクトの残り期間において優先的に取り組むべき課題が明ら

かになった。第一に、小規模プロジェクトの成果を水産省の制度の中に定着させ、持続的な実施

を確保すること、第二に、地域展開に向けた実施体制を明確化することである。また、フィジー

とバヌアツの間で確立された協力関係は、今後の地域展開のための実践的なモデルとして活用で

きる。本プロジェクトは、当初 14 カ国という広範な地域展開を目指しながらも、現実的な制約

の中で2カ国に焦点を絞った活動を展開した。この経験は、地域協力事業の計画立案において、

野心的な目標と実践的な実施可能性のバランスを慎重に検討することの重要性を示している 

 

5-2. 提言 

上記の結果を踏まえ、本プロジェクトに対して、以下の提言をする。 

 

(1) フィジーのSDG14達成に向けたアクションプランに関する提言 

(1)-1 . 2025年3月のプロジェクト完了前 

2025年1月の地域セミナーにおいて、7つの小規模プロジェクトに対して、それぞれのアクシ

ョンプランが提示された。しかし、一部のプロジェクトは完了に至っておらず、持続性を確保す

るために継続的なモニタリングとフォローアップが今後も必要である。また、水産省内での承認

プロセスの進捗状況もプロジェクト間で差異が見られる。各アクションプランについては、水産

省による承認と、各部門の継続的なコミットメントを担保するための既存の予算・制度的措置と

の連携の確保が不可欠である。特に、IUU 漁業対策、沿岸資源管理、養殖など、地域社会や他

機関との連携を必要とするプロジェクトについては重点的に推進する。 

さらに、各小規模プロジェクトを通じて得られた経験や教訓は、他の関係者や他国にとって
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有用な知見、ノウハウ、留意点を含んでいる。これらを、途上国の水産関係者向けのオプション

を提供するために現在開発中のデータベースである「JICA ブルーエコノミー・ツールボックス」

に集約することを提言する。 

 

(1)-2. プロジェクト完了後 

フィジーにおける SDG14 の達成に向けて、本プロジェクトの小規模プロジェクトは、対象地

以外への普及展開が期待されており、それには水産省の積極的なイニシアティブが必要である。

一部のプロジェクトは試行段階にあり、技術的・経済的な実現可能性が十分に検証されていない。

より広範な実施のための複製可能なモデルとして十分に発展させるためには、技術的・経済的な

実現可能性の評価がまずは必要である。その上で、パイロット地区においては持続性確保のため

の関係者のオーナーシップ醸成を継続しつつ、その他への展開として段階的に他地域への適用・

展開を図ることが重要である。水産省によるこれらの継続・展開への取り組みがなされるかどう

かということが、JICAが将来的な協力を計画する上での重要な前提条件となる。 

 

(2) 地域ロードマップに関する提言 

(2)-1. 2025年3月のプロジェクト完了前  

地域セミナーにおいて、地域的なインパクトの可能性を有する重要な成果として「地域ロー

ドマップ」の草案が提示された。評価団は、このロードマップが小規模プロジェクトを通じて得

られた経験や教訓の整理にとどまらず、関心を持つ太平洋島嶼国の指針となるよう、さらなる改

善と詳細化を行うべきであると提言する。また、実践的な適用可能性と地域のオーナーシップに

ついては継続的なモニタリングと検証が必要であるとはいえ、他の太平洋島嶼国への普及展開を

見据えて、地域ロードマップについては水産省が「素案」（リビングドキュメント）として公式

に承認することを提言する。 

 

(2)-2. プロジェクト完了後  

地域ロードマップを他の太平洋島嶼国に適用するためには、まず加盟国に紹介し、その反応

と採用意欲を確認する必要がある。効果的な機会として、例えば水産省及び JICA 専門家が年次

SPC の漁業局長会合（SPC Heads of Fisheries Meeting）においてロードマップを紹介し、各国の

関心やニーズについて議論・確認するべきである。各国による地域ロードマップへのニーズと採

用意欲が確認された場合、今後 JICA が更なる協力の可能性を検討する上での良い出発点となり

うる。 

 

 

5-3. 教訓 

本プロジェクトの評価から以下の教訓が導出された。 

(1) 地域機関との戦略的パートナーシップについて 

本プロジェクトは、プロジェクト目標としてフィジーの水産関係者の SDG14 達成に向けた能
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力向上を、上位目標として地域の水産関係者の能力向上を掲げていた。前者は水産省のミッショ

ンと権限の範囲内であったが、後者はその範囲を超えるものであった。そのため、本プロジェク

トは太平洋地域の能力強化とサービス提供の権限を有するUSPと SPCと戦略的なパートナーシ

ップを構築した。 

この協働により、海洋資源管理における将来の協力に向けた持続可能なパートナーシップを

構築しつつ、活動や成果の質を向上させることができた。両機関の貢献により、国際基準を維持

しながら現地の文脈に根ざした能力開発活動が確保され、持続的な実施のための強固な基盤が創

出された。これは、二国間技術協力を通じた地域機関との戦略的パートナーシップの好事例とい

える。 

 

(2) プロジェクトスコープの現実的な設定について 

本プロジェクトの形成時、14 の太平洋島嶼国を対象とする野心的なビジョンが設定された。

しかし実施過程において、より現実的で実現可能な計画に修正され、フィジーとの南南協力の対

象国は最終的にバヌアツとトンガに絞られた。プロジェクト予算規模と実施体制を考慮すると、

当初の 14 カ国を対象とする計画は非現実的であり、対象範囲の絞り込みは適切な判断であった。

しかし、プロジェクト管理の視点からみれば、2022年の詳細計画策定フェーズ後にPDMは改訂

されたものの、対象国は 14 カ国のままとされ、その後の範囲縮小に関する正式な決定記録は残

されていない。当初の計画と実施の現状の乖離があるままで、プロジェクトが実施されており、

それが上位目標に対する達成を不明確にしてしまったことにつながった。もし本部が対象の縮小

を適切に認識していれば、別の介入・支援の機会があった可能性がある。 

今後の技術協力プロジェクトの実施においては、当初計画からプロジェクトスコープを変更

する必要が生じた際には、適時に PDM（または R/D）を適切に改訂し、重要関係機関とは共有

することが重要である。 
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第６章  団長所感  
 本事業は、フィジー水産関係者の能力向上と SDG14 達成に向けた南南協力を実施することに

より、フィジー水産関係者の能力強化を図り、もって大洋州地域における SDG14 達成への取組

の推進に向け、大洋州 14 ヶ国の水産関係者の能力強化に寄与するというものである。実施にあ

たっては、プロジェクトチームが大洋州地域の高等教育機関である南太平洋大学（USP）や地域

機関である太平洋共同体（SPC）と連携し、フィジーにおける SDG14 達成に向けた水産省関係

者の能力強化を行うとともに、同省による太平洋諸国向けの南南協力プログラムを企画・実施す

ることにより、太平洋諸国の水産関係者の能力強化も目指すという体制をとっている。USP 講

師陣による国際基準に基づいた質の高い研修とともに、水産省の各部署の優先順位により選定さ

れた 7つのパイロットプロジェクトの実施を通して、研修で得た理論を現場での実践に活かすこ

とができ、水産省職員にとっては、学術的な知識に裏打ちされた技術を現場で応用するとともに

現場対応力も高めるという極めて貴重な機会が得られた。これらの経験をもとに、各種ガイドラ

インやマニュアルがまとめられた。 

また、2024 年から 4 回にわたって行われた南南協力セミナーでは、バヌアツ水産省職員との

間で相互に知見の共有を行い、調査団が参加した第 4回目のセミナーでは、各研修・パイロット

プロジェクトに参加した水産省職員がこのプロジェクトを通して学んだ経験や教訓を堂々と発表

しており、域内のリーダー・南南協力の講師の卵としての誇りと自信を感じることができた。今

回のセミナーは、バヌアツに加えてトンガ水産省もすることにより、今後の域内での SDG14 達

成に向け、相互の協力ネットワーク構築の素地ができたと言える。ここまでの成果が挙げられた

のは、フィジー水産省、USP、SPC等の関係者の貢献もさることながら、この体制を企画し、実

施の統率・調整を行ってきた日本人専門家チームにも感謝を申し上げたい。 

 また、今回の広域展開型プロジェクトの実施を通し、今後の類似案件の形成・実施にあたって

活かすべき学びも多くあったため、今後の教訓として残しておきたい。 

 

① プロジェクト計画の適時の見直し 

本プロジェクトは、計画当時はかなり野心的に「太平洋 14 ヶ国」を対象としていたが、協力

実施の過程よりで現実的な計画にそぎ落とし、最終的にフィジーとの南南協力対象は、バヌアツ

とトンガに絞られた。予算規模や体制を考えると 14 ヶ国を対象という当初計画自体が現実性に

欠く壮大なものであり、対象国の絞り込みは寧ろ適切な判断であったと言える。但し、公式文書

としては、詳細計画フェーズ後の PDM 改訂の際にも対象国は 14 ヶ国のままで、対象国を絞る

意思決定の経緯なども残されていないため、終了時評価に際しては、当初計画の「14 ヶ国」と

いう前提で評価をせざるを得ないという悩ましさがあった。 また、第一フェーズが 14 ヶ国へ

の展開を目指した形のままのため、通常の「第一フェーズで実施したことを第二フェーズでより

広域に展開する」という絵図が描きづらくなるという点もある。今後の案件マネジメント上の教

訓としては、計画当初と状況が変わった場合（或いは計画段階の認識が現実と合わないといった

場合）は、先方実施機関・関係機関及び JICA 本部・事務所とも協議の上、正式なプロセスを踏

んで合意形成を行うことが重要である。 
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② 広域案件の実施体制 

本プロジェクトのプロジェクト目標は、フィジー関係者の（南南協力実施のための）能力強

化であり、上位目標で太平洋島嶼国におけるSDGs達成のための人材育成を目指している。実施

機関であるフィジー水産省は、プロジェクト目標のフィジー関係者の能力強化までは省としての

マンデートの範疇であるが、上位目標については主体的に推進するマンデートを有していない

（例えばフィジー気象庁：Fiji Meteorological Service等、大洋州域内の課題に包括的に取り組むマ

ンデートを負う機関もあるが、水産省のミッションにはそうしたマンデートは含まれていない）。

したがって、フィジー水産省にとっては、職員の「研修実施能力を向上する」という観点では整

合性はあるものの、当初より本プロジェクトが構想として描いた「大洋州域内の水産関係者の能

力向上」は、JICA 等のドナーのプロジェクト実施中は可能であるものの、終了後、独自で継続

していけるかと問われると、現実的ではない。また、SPC などの地域機関も、加盟国からの拠

出金を活用し、指定された使途で事業を実施するというマンデートはあるものの、域内の水産課

題の解決のために自由に使える資金・体制がある訳ではない。USP については、SPC と同じく

加盟国からの拠出金により運営されているが、近年（現政権の方針もあり）、資金不足が顕著で

海洋学部は大幅に縮小されており、以前の教授 4名体制が現在は教授ポストがなく、独自予算で

域内の研修を企画・運営するという状況ではない。SPC・USPともに、フィジー政府から要請、

JICAから委託されれば技術研修や指導の提供は可能、という立ち位置である。  

こういった体制の中で次フェーズを実施する際、通常の二国間プロジェクトで重視する「プ

ロジェクト終了後は先方政府（実施機関）で独自に事業を継続する」とは異なる形での出口戦略

を検討する必要がある。フィジー（水産分野）は、ドナーからの支援が集中しがちな状況にある

ため、例えば次フェーズにおいては、本フェーズで実施したような USP が講義、水産省が現場

活動に基づいた実務的研修を行う協働体制をより強固なものにし、ロードマップへの参加関心国

の関係者に対する能力強化を集中的に行い、プロジェクト終了後は「フィジー政府による継続的

な実施」という形での持続性は求めない（フィジー水産省が、外部からの支援や要請があれば人

材育成の技術サポートを行える状況をもって出口戦略する、という建て付けも検討しうると思わ

れる（但し、その場合は第一フェーズとの差異があまりなく、この辺は更なる検討が必要）。 

 

③ 各パイロット活動について（フィジーにおけるSDG14アクションプラン） 

本プロジェクトでは、水産省の各部署のニーズ・優先課題に合わせ９つのパイロットプロジ

ェクトが計画され、うち７つが実施に至った。今回のセミナーでは、各パイロットプロジェクト

のアクションプランが提示されたが、JICA の協力終了後も活動を継続する体制については、プ

ロジェクトによりばらつきがある。3 月までに、アクションプランを裏付ける水産省内での意思

決定や予算確保が望まれる。 特に資源管理や IUU 取り締まりなど、コミュニティや他機関を

巻き込む取り組みについては、水産省担当者のみの裁量で進められるものではないため、水産省

としての財政的・組織的コミットメントが必須である。 

また、パイロット活動の中には、対象を特定の地域・コミュニティに絞って実施したものも
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あり、これらについては、対象地域のみで終わるのではなく、他の地域への展開が期待される。

ただし、パイロットプロジェクトによってはまだ試行段階のものもあるため、一機に展開するの

ではなく、まずは技術的・経済的実行可能性（viability）を検証した後、徐々に他地域に展開す

ることが望まれる。 このフィジー水産省による継続的な取り組みは、JICA が次の協力の可能

性を検討するにあたっても、必要な前提条件である。 

 

④ 広域ロードマップについて 

広域セミナーにおいて、骨子については確認できたが、対象を「Sub-regional」とするのか、

当初計画どおり「Regional」とするのか検討が必要。また、本プロジェクトの活動や教訓の紹介

にとどまらず、現実的なものに詳細化することが望ましい。 また、プロジェクト終了までに水

産省（当初計画では「研修委員会」であるが、組織化されなかったため）の承認を受けることが

望ましいが、本来広域ロードマップは、対象国の意見も含まれるべきであるため、プロジェクト

期間中に「living document」として仮承認を得つつ、今後、広域展開を通して更に改訂していく

ことが望ましい。 

また、広域ロードマップを他国でも適用するには、地域機関を通して対象国に周知し、関心

を持ってもらう必要がある。その効率的な媒体として、例えば SPC の年次会合（SPC Heads of 

Fisheries Meeting）などでフィジー水産省と JICA 専門家がロードマップの紹介を行い、各国の

Adaptability に関する反応・評価を確認し、各国の関心・ニーズがあるか確認するということも

一案である。そのニーズが確認できれば、JICA としても、次の協力の可能性を検討するにあた

り、良い出発点となる。 

 

以上 

 

 



ANNEX: I

Project Title: Project on Pacific Islands Capacity Enhancement for Achieving SDG 14 Ver: 08

Project Period: From 24th December 2020 to 31st March 2024 (4 years and 4 month) Date: 31 December 2024

Target Countries: Fiji (Project Base); Palau and Vanuatu (South-South Cooperation Bases); Cook Is., Kiribati, Marshall Is., Micronesia Is., Nauru, Niue, Papua New Guinea, Samoa, Solomon Is., Tonga, Tuvalu (Total 14 countries/regions)
Target Groups: Fishery officers & staffs, fishers and other fisheries stakeholders in Fiji, Palau, Samoa, Vanuatu and other Pacific Island countries

Executing Bodies: Fiji Ministry of Fisheries, Palau Bureau of Marine Resources, Vanuatu Fisheries Department

< Overall Goal >

Capacities of regional fisheries stakeholders to promote actions for achieving SDG 14 are

enhanced in the PICs.
1 Actions for achieving SDG 14 are promoted in the Pacific Island Countries.

SDGs progress reports submitted to international/regional organization

such as Voluntary National Review of Sustainable Development Goals.
1

Policies for achieving SDG 14 in Fiji and

the other PICs are not changed.

2
Political situations are remain same and

relationship among PICs are the same.

< Project Purpose >

Capacities of Fijian fisheries stakeholders to promote actions for achieving SDG 14 in the PICs

are enhanced.
1 Actions for achieving SDG 14 are promoted in Fiji. 1-1 Project Completion Report 1-1

8 small-scale projects in Fiji were formulated and 7 of them are on-going.

1-2 Project Completion Report

< Outputs >

1
Plan of capacity enhancement for Fijian fisheries stakeholders and plan of south-south

cooperation for regional fisheries stakeholders are approved by SDG14 training committee.
1-1

Plan of capacity enhancement of fishery officers in the PICs is formulated and approved by SDG

14 training committee.
1-1 Plan of capacity enhancement of fishery officers in the PICs 1-1

Project Design Matrix (PDM) and Plan of Operations (PO) of small-scale

project were formulated by each division and approved during 1st and 2nd

JCC.

1-2 SDG 14 training committee is organized. 1-2 SDG 14 training committee 1-2
List of member organization of SDG 14 Training Committee was approved

during 1st JCC.

2
Technical competency of Fijian fisheries stakeholders to support actions for achieving SDG14 in

Fiji is improved.
2-1

Trainings of capacity enhancement of Fijian fishery officers for achieving SDG 14 are conducted

4 times.
2-1 Training curriculums, materials and reports for Fiji. 2-1

JICA-USP-SPC Fisheries Training (Phase 1 to 4) had been offered to Fijian

Fisheries Officers.

2-2 The total number of 300 Fijian fishery officers participated to the trainings. 2-2 Evaluation from Fijian participants, Analysis of evaluation 2-2

・JICA-USP-SPC Fisheries Training Report (Phase 1to 3) were submitted to

Fiji Ministry of Fisheries and JICA.

・Team offered the training to total 305 participants from phase 1 -4. (134

participants in phase1, 79 participants in phase 2, 59 participants in phase 3

and 51 participants in phase 4.)

・Total 10 Fisheries Officers participated to JICA KCCP held in Japan from

・8 Fisheries Officers were participated to JICA KCCP held in Japan in JFY 2022.

・1 Fisheries Officer was participated in JICA KCCP held in Japan in JFY 2023.

・1 Fisheries Officer was participated in JICA KCCP held in Japan in JFY 2024.

2-3 Roadmap for achieving SDG 14 in Fiji is formulated and approved by SDG 14 raining committee. 2-3 Country roadmap for achieving SDG 14 in Fiji 2-3

・JICA-USP-SPC Fisheries Training Report (Phase 1, 2 and 3) were

submitted to Fiji Ministry of Fisheries and JICA.

・Sub-Regional Roadmap was drafted in December 2024.

・Draft Sub-Regional Roadmap will be reviewed by Sub-Regional Seminar

participants in January 2025.

・Sub-reginal Roadmap will be finalized based on the discussion in Sub-Regional

Seminar in February 2025.

3
Technical competency of Fijian fisheries stakeholders to implement south-south cooperation for

achieving SDG14 is improved.
3-1

Trainings of capacity enhancement of fishery officers in the PICs for achieving SDG 14 are

conducted 4 times.
3-1 Training curriculums, materials and reports for PICs. 3-1

・Record of Discussions for south-south cooperation was singed with

Government of Vanuatu on November 2023.

・Total three Fisheries Officers and JICA Experts participated in regional

seminar on Community-Based Coastal Resource Management in Vanuatu

from 2022 to 2023.

・1st South-South Cooperation training was delivered in Fiji with 4 Fisheries

Officers from Vanuatu Fisheries Department.

・2nd South-South Cooperation training was delivered in Fiji with 3

Fisheries Officers from Vanuatu Fisheries Department.

・3rd South-South Cooperation training was delivered in Vanuatu with 3

Fisheries Officers from Ministry of Fisheries and Forestry, Fiji.

3-2 The total number of 30 fishery officers in the PICs participated to the trainings. 3-2 Evaluation from PICs participants, Analysis of evaluation 3-2

・Total number of 27 fisheries officer from Ministry of Fisheries and Forestry,

Fiji and Vanuatu Fisheries Department participated in the trainings.

・2 Fisheries Officer from Tonga and 4 Fisheries Officers from Vanuatu will

be invited to reginal seminar and its excursion held in Fiji.

・4 Fisheries Officers from Vanuatu Fisheries Department were invited to Fiji for

the 1st South-South Cooperation training.

・3 Fisheries Officers from Vanuatu Fisheries Department were invited to Fiji for

the 2nd South-South Cooperation training.

・5 Fisheries Officers from Ministry of Fisheries and Forestry, Fiji and 15 Fisheries

Officers from Vanuatu Fisheries Department were invited to Fiji for the 3rd South-

South Cooperation training.

・2 Fisheries Officer from Tonga and 4 Fisheries Officers from Vanuatu will be

invited to reginal seminar and its excursion held in Fiji.

3-3
Roadmap for achieving SDG 14 in the PICs is formulated and approved by SDG 14 raining

committee.
3-3 Country roadmap for achieving SDG 14 in the PICs

・Manual and SOPs were developed as the deliverables of JICA-USP

trainings.

・Sub-Regional Roadmap was drafted in December 2024.

・Draft Sub-Regional Roadmap will be reviewed by Sub-Regional Seminar

participants in January 2025.

・Sub-reginal Roadmap will be finalized based on the discussion in Sub-Regional

Seminar in February 2025.

4
Regional roadmap of capacity enhancement of fisheries stakeholders for achieving SDG 14 in

the PICs is adopted.
4-1

Regional roadmap for achieving SDG 14 in the PICs is formulated and approved by SDG 14

raining committee.
4-1 Regional roadmap for achieving SDG 14 in the PICs

Sub-Regional Roadmap was drafted in December 2024. Reginal seminar will be held January 2025 and Regional roadmap will be approved

during the seminar.

4-2 Human networks for achieving SDG 14 in the PICs is formulated. 4-2 Human network of training participants, Matrix of donor assistance

Expert list on Fisheries Resource Management, Tilapia Aquaculture, Mud

Crab Fattening and Post-harvest & Seafood Processing was developed.

< Activities > < Inputs >

1 Needs Survey and Formulation of Action Plan in PICs

1-1
Issues, needs and actions for achieving SDG 14 are identified in collaboration with related

governmental agencies in the PICs.
1 JICA Experts 1 Counterpart personnel

1-2
Issues, needs and actions for achieving SDG 14 are identified in collaboration with Pacific

regional agencies (PIF, CROP etc.).
1-1 Two Long-term experts: 1-1 Counterpart personnel in Fiji

1-3
Issues, needs and actions for achieving SDG 14 are identified in collaboration with UN agencies,

donors and NGOs.
One Chief Advisor / Expert (Marine Resource Management) and One Expert (Training Management) / Coordinator1-2 Counterparts personnel in USP-SAGEONS

1-4
Issues, needs and actions for achieving SDG 14 are identified in collaboration with Japanese

related agencies.
1-2 Short-term experts:

1-5
Plan of capacity enhancement for achieving SDG 14 in the PICs is drafted based on combining

the survey results from 1-1 to 1-4.
Some Japanese trainers 2 Facilities

1-6
SDG 14 training committee is organized including Fiji MoF, USP-SAGEONS, and other related

agencies.
2-1 Office space in Ministry of Fisheries in Fiji

1-7
Plan of capacity enhancement for achieving SDG 14 in the PICs is finalized and approved by

SDG 14 training committee.
2-2 Office space in USP-SAGEONS

2 Trainings 2-3 Training space

2 Preparation and Implementation of Trainings for Fijian fishery officers 2-1 In-country trainings in Fiji

2-1
Training curriculum for Fijian fishery officers is formulated in collaboration with SDG 14 training

committee.
2-2 Third-country trainings in PICs 3 Equipment

2-2 Training materials for Fijian fishery officers are formulated. 2-3 Trainings in Japan including long-term trainings 3-1 Training materials

2-3 Training courses for Fijian fishery officers are conducted in collaboration with USP-SAGEONS.

2-4 Roadmap for achieving SDG 14 in Fiji is drafted in collaboration with training participants. 3 Equipment 4 Budget

3-1 Training materials 4-1 Budget for trainings

3 Preparation and Implementation of Trainings for fishery officers in PICs

3-1
Regional training curriculum for fishery officers in PICs is formulated in collaboration with SDG

14 training committee.
4 Budget

3-2
Trainings of trainers for Fijian fishery officers are conducted in preparation for regional training

courses in PICs.

3-3 Regional training materials for fishery officers in PICs are formulated.

3-4
Regional training courses for fishery officers in PICs are conducted in collaboration with Fiji

MoF and USP-SAGEONS.

3-5
Regional roadmap for achieving SDG 14 in PICs is drafted in collaboration with training

participants.

4 Formulation of Mechanisms for Sustainable Activities

4-1 Human network of training participants is formulated.

4-2
Results from training courses are evaluated in collaboration with SDG 14 training committee and

training participants.

4-3
Plans of capacity enhancement of fishery officers are formulated in collaboration with SDG 14

training committee, regional organizations and donors.

4-4
Regional roadmap for achieving SDG 14 in PICs is finalized and approved by SDG 14 training

committee.

Japan side Fiji side

Issues and Countermeasures

Achievement Remarks

Project Monitoring Sheet I: Project Design Matrix (PDM)

Project Summary Indicators Means of verification Assumptions
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